
人口 面積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造

人

人

％ 就 人 人 人

人 業 ％ ％ ％

人 人 人 人 人

％ 口 ％ ％ ％

千円 千円 千円

1 歳入総額 Ａ ① 過疎

2 歳出総額 Ｂ ② 農工

3 歳入歳出差引額 Ｃ ③ 山村振興

（Ａ-Ｂ） 4 低開発

4 繰越すべき財源 Ｄ 5 人口急増

5 実質収支 Ｅ ⑥ 特定農山村

（Ｃ-Ｄ）

6 単年度収支 Ｆ ① ごみ 8 消防救急

7 積立金 Ｇ 2 し尿 9 職業訓練

8 繰上償還金 Ｈ 3 火葬場 10 山林

9 積立金取崩し額 Ｉ 4 道路 11 介護保険

10 実質単年度収支 Ｊ 5 伝染病 12 その他

（Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ） 6 [　　　　　]

7 結核予防

　※　４ページ債務負担行為支出予定額に再掲

一 般 職 員 等 特 別 職 員 等

千円

千円
有

有
世帯

無

無
人

無

無
円

無

円

円

収 支 額

普 通 会 計 か ら の繰 入 額 249,619

3,823

5,793

議 会 議 長

議 員

314,296

[平均額]

財 政 調 整 基 金

341,570

15,984

254,359

566,916

18,283

1　庁舎等建設

2　国際化推進

加 入 世 帯 数

被 保 険 者 数

債 務 負 担
行 為 ４ 年 度
以 降 支 出
予 定 額

区 分

物件取得

損失補償等

報 酬 改 定
実 施 年 月 日

490,517

490,517

その他

計　　※

国
保
会
計
の
状
況

介護保険（サービス）

410,503
被 保 険 者 一 人
当 た り の 費 用

公
営
企
業
等
の
状
況

80,431

被 保 険 者 一 人 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

74,876

80,431

収 支 額
[千円]

水道

113,460
一 世 帯 当 た り の
保 険 税 徴 収 額

65,811

３年度末残高

182,268 283,639

879,544 479,657

1,061,812 763,296 そ
の
他
特
定
目
的
基
金
の
状
況447,808

22,491,445

1,520,546

減 債 基 金22,809,388

23,871,200 23,254,741

4,312

令和３年度 区 分

コ ー ド 番 号

ふ り が な岩 手 県

－
１ 次

02年

27年

増減率

Ⅰ－0

Ⅰ－1

２ 次区 分

市 町 村 類 型

△ 9.6

825.97 30.7

ｋ㎡ １ｋ㎡当　人

昭和35年10月1日以降の合併の状況

とおのし

令和３年度財政状況

（決算カード）

市 町 村 名

032085

指 定 団 体 等 の 状 況

04.3.31

３年度交付税

種 地 区 分

国勢調査

18.4

4,169 6,678

32.0 51.3

4,424 7,212

25,329

25,896

３ 次

遠野市

02年

令和２年度区 分

27年

国勢調査

国
勢
調
査

31.0 50.5

2,178

平成17年10月1日
　遠野市と宮守村の新設合併
　併　厚生・消防一部事務組合編入

25,366

28,062

2,632

増減率

住
基
人
口

16.7

03.3.31

△ 2.2

知的障害者施設442,548 △ 281,084

399,887 △ 174,846

281,036

448,638

計

事 務 の 共 同 処 理 状 況

983,955

土地開発基金
現 金

土 地

483,861

9　その他

68,762

14,015

448,228

3　地域基盤

5　保健医療

6　環境保全

4　社会福祉

7　産業の振興

8　教育・文化

49

13

教 育 公 務 員

区 分

287,95014,109,550

86,779,572

4,019,950

給 料 月 額 Ｂ
人 円 支給月額 B/A

職 員 数 Ａ 一 人 当 た り の

平成28年4月1日

平成17年10月1日

平成17年10月1日

一 般 職 員

うち技能労務職員

合 計 321

272

100,889,122

市 町 村 長

副 市 長

319,043

309,227

平成17年10月1日

平成17年10月1日

区 長

教 育 長

臨 時 職 員

消 防 職 員

[平均額]

副 議 長

382,421

607,812

249,619

39,468

1

411,328

7,244

18520,322

0

326,000

3

8

介護保険（事業）

118,915

5,166

67

平成17年10月1日

後期高齢者医療

国民健康保険（直診）

国民健康保険（事業）

下水道 △ 1,215

法適
用の
有無

事 業 名

1,370

一人当たり平均月額(円）

（令和3年4月1日現在の状況）

302,000

789,000

654,000

普通会計からの繰入

6

4

職員数
[人]

568,000

375,000

－１－



歳　入 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

市 町 村 税 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

徴収率

類型 Ⅰ－0遠野市

区 分 決 算 額 経常一般財源 構 成 比 01 年 度 02 年 度 03 年 度 01 年 度 02 年 度 03 年 度
千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

7.1

地 方 譲 与 税 368,339 368,339 3.4 1.6 1.5 1.6 9.5 9.2 1.4

地 方 税 2,858,498 2,858,498 26.0 13.8 11.5 12.0 △ 4.9 △ 3.9

△ 19.7

地 方 消 費 税 交 付 金 643,564 643,564 5.9 2.3 2.7 2.7 △ 11.0 36.1 2.6

利子割・ｺﾞﾙﾌ場交付金 1,325 1,325 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 52.8 18.2

配 当 割 交 付 金 6,576 6,576 0.1 0.0 0.0 0.0 21.3 △ 4.2 46.4

特別地方消費税交付金

自 動 車 ・ 軽 油 交 付 金 54 54 0.0 0.1 0.0 0.0 △ 51.0 △ 100.0 1,700.0

株式等譲渡所得割交付金 7,633 7,633 0.1 0.0 0.0 0.0 △ 42.8 154.0

148.3

地 方 交 付 税 7,856,910 6,948,569 63.3 36.6 32.5 32.9 △ 1.4 2.3 4.1

地 方 特 例 交 付 金 54,360 54,360 0.5 0.2 0.1 0.2 241.7 △ 34.9

内 訳
普 通 6,948,569 6,948,569 63.3 32.5

特 別 908,341

28.8 29.1 △ 2.0 2.0 3.8

4.1 3.7 3.8 3.5 4.6 6.1

△ 27.4

分 担 金 ・ 負 担 金 65,966 0.5 0.3 0.3 △ 23.5 △ 24.5 △ 11.3

交通安全対策交付金 2,662 2,662 0.0 0.0 0.0 0.0 13.4 △ 2.1

0.9

手 数 料 103,406 0.6 0.5 0.4 △ 3.9 △ 12.3 △ 4.1

使 用 料 539,005 14,734 0.1 2.7 2.3 2.3 △ 0.1 △ 0.7

1.2国 庫 支 出 金 5,618,175 10.7 23.9 23.5 5.3 156.8

△ 2.4

財 産 収 入 51,782 0.3 0.3 0.2 △ 76.0 21.8 △ 19.4

県 支 出 金 1,155,923 6.9 5.1 4.9 19.7 △ 14.4

△ 3.9

繰 入 金 510,464 4.5 3.2 2.2 △ 17.0 △ 18.9 △ 30.9

寄 附 金 174,727 0.4 0.8 0.7 6.7 145.3

△ 17.0

諸 収 入 601,083 50 0.0 3.6 2.5 2.5 5.2 △ 20.5 3.7

繰 越 金 763,296 4.5 3.9 3.2 △ 7.6 0.1

19.3

合 計 23,871,200 10,976,516 100.0 100.0 100.0 100.0 2.5 15.2 2.7

地 方 債 2,417,300 10.7 8.7 10.1 66.6 △ 6.1

区 分
決 算 額 基 準 税 額 × 超過課税収入額 01 年 度 01 年 度 02 年 度 03 年 度

千円 100/75       千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

02 年 度 03 年 度

市 町 村 民 税
個人分 853,867 873,220 31.8 32.6 29.9 0.0 △ 1.7 △ 1.7

法人分 318,340 130,854 72,754 12.8 8.7 11.1 △ 28.5 △ 34.7 37.0

固 定 資 産 税 1,387,805 1,325,057 90,797 45.2 48.0 48.6 0.4 2.4 8.1

内
訳

土 地 325,492 300,805 21,640 12.0 12.4 11.4 △ 1.3 △ 0.4 △ 1.6

家 屋 555,793 527,556 36,951 20.6 21.9 19.4 3.2 2.3 △ 5.1

償 却 資 産 484,402 474,577 32,206 11.8 12.9 17.0 △ 2.5 5.3 40.3

市 町 村 交 付 金 22,118 22,119 0.8 0.8 0.8 △ 0.7 0.2 0.1

1.2

市 町 村 た ば こ 税 197,012 194,480 6.8 6.9 6.9 △ 3.6 △ 2.1 7.1

軽 自 動 車 税 101,474 99,292 3.4 3.8 3.5 2.5 6.1

特 別 土 地 保 有 税

鉱 産 税

法 定 外 普 通 税

目的税

入 湯 税

都 市 計 画 税

そ の 他

旧 法 に よ る 税

合 計 2,858,498 2,622,903 163,551 100.0 100.0 100.0 △ 4.9 △ 3.9 7.1

区 分 現 年 課 税 分 滞 納 繰 越 分 合 計

市 町村 民税 99.4 35.8 97.9

純固定資産税 99.1 24.1 96.6

97.2合 計 99.2 28.6

市町村名

74.4法 人 事 業 税 交 付 金 55,773 55,773 0.5 0.1 0.2

△ 1.2自 動 車 税 環 境 性 能 割 交 付 金 14,379 14,379 0.1 0.0 0.1 0.1 116.1

45.9

－２－



性質別歳出 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

千円

千円

千円

千円

目的別歳出 35行 構成比の年度別推移 伸び率の年度別推移

Ⅰ－0

前年度繰上充用金

100.0 2.7 16.8 1.4合 計 22,809,388 12,635,342 4,836,633 100.0 100.0

諸 支 出 金

△ 78.1

公 債 費 2,222,869 2,193,190 11.9 9.7 9.8 △ 8.5 △ 4.6 1.7

災 害 復 旧 費 27,736 13,236 0.1 0.6 0.1 △ 95.4 1,057.8

14.2

教 育 費 2,131,515 1,501,205 433,595 13.7 10.8 9.3 42.1 △ 8.2 △ 11.9

消 防 費 982,497 508,725 358,532 5.0 3.8 4.3 51.3 △ 10.8

△ 51.0

土 木 費 1,567,366 937,705 621,475 7.6 7.2 6.9 △ 17.5 10.1 △ 3.1

商 工 費 957,707 550,953 80,447 4.8 8.7 4.2 △ 5.3 112.6

162.5

農 林 水 産 業 費 1,286,581 757,599 60,130 7.9 5.5 5.6 19.6 △ 18.4 3.5

労 働 費 88,069 63,692 35,761 0.1 0.1 0.4 △ 25.4 105.7

12.3

衛 生 費 1,624,649 987,265 30,261 7.7 6.4 7.1 6.8 △ 3.5 13.1

民 生 費 5,332,261 2,407,637 20,806 24.7 21.1 23.4 4.1 △ 0.5

△ 2.5

総 務 費 6,441,008 2,567,006 3,195,626 15.7 25.4 28.2 △ 10.0 89.4 12.7

議 会 費 147,130 147,129 0.7 0.8 △ 2.80.8 0.7

03 年 度
千円 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

区 分 決 算 額 一 般 財 源 普通建設事 業費 01 年 度 02 年 度 03 年 度 01 年 度 02 年 度

0.0 0.0 0.0

合 計 22,809,388 12,635,342 11,389,016 100.0 100.0 100.0 2.7 16.8 1.4

内
訳

失 業 対 策 事 業
10,976,516

△ 9.2 △ 40.3

災 害 復 旧 事 業 27,736 13,236
・経常一般財源
  総額（歳入） 0.1 0.5 0.1 △ 95.4 1,057.8 △ 78.1

単 独 事 業 798,735 287,633
13,697,154

7.7 5.9 3.5 28.6

△ 1.7 61.1

補 助 事 業 4,037,898 50,460 ・歳入一般財源 8.2 7.4 17.7 37.7 5.3 142.6

普 通 建 設 事 業 4,836,633 338,093
9,935,289

15.9 13.3 21.2 33.1

21.3 21.1 2.1 55.5

う ち 人 件 費 26,286 26,286 0.2 0.1

投 資 的 経 費 4,864,369 351,329
・経常経費充当の
　一般財源

16.0 13.8

0.1 △ 1.6 △ 51.1 44.3

42.7 51.8 42.0 3.0 40.9 △ 17.7

0.0 0.0 0.0

小 計 9,572,766 6,605,268 4,369,407 38.3

前 年 度 繰 上 充 用 金

6.3 5.6 5.4 △ 31.3 2.9 △ 1.9

3.6 3.6 24.4 36.5 1.03.1

繰 出 金 1,227,981 984,672 924,841 8.1

投資及び出資金･貸付金 809,532 385,585 108,135 0.9

138.4 △ 36.3

積 立 金 946,761 893,997

うち一部事務組合負担金 111,533 111,533 109,906 1.0

2.4 2.7 4.2 △ 22.3 28.0 57.2

0.6 0.5 △ 17.5 4.0 △ 11.70.6

補 助 費 等 2,018,275 1,484,674 728,941 6.4

18.7 0.8 7.6 11.8

維 持 補 修 費 304,060 248,592 248,592 2.2 1.0

11.5 20.8 8.8 56.8 110.2 △ 56.8

2.1 1.3 △ 9.6

△ 2.6 8.2

物 件 費 4,266,157 2,607,748 2,358,898 20.7 18.4 17.0

小 計 8,372,253 5,678,745 5,565,882 48.9 41.3 34.4 36.7 △ 3.3

内
訳

元 利 償 還 金 2,220,182 2,190,503 2,174,519 1.6

一 時 借 入 金 利 51 51 51 0.0 0.0 0.0 0.0 △ 24.1

19.1 11.9 9.7 9.7 △ 8.5 △ 4.6

5.2 △ 86.7

△ 2.6 23.2

公 債 費 2,220,233 2,190,554 2,174,570 19.1 11.9 9.7 9.7 △ 8.5 △ 4.6 1.6

扶 助 費 3,328,228 863,376 842,391 7.4 14.4 12.0 14.6 △ 0.3

△ 1.1 △ 1.0

う ち 職 員 給 1,821,389 1,736,591 1,736,591 15.2 9.5 8.2 8.0 △ 1.1 0.5 △ 1.5

人 件 費 2,823,792 2,624,815 2,548,921 22.4 15.0 12.7 12.4 △ 1.8

区 分 決 算 額 一 般 財 源 うち経常
一般財源

経常収
支比率

01 年 度 02 年 度 03 年 度 01 年 度 02 年 度 03 年 度
千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ ％

市町村名 遠野市 類型

(減収（特例分・猶予特例

債・臨財債を加算）

(減収（特例分）・臨財含）

－３－



類 型

年　度　 01年度 02年度 03年度
　区　分

千円 千円 千円

1,600,107 1,493,869 1,520,546

（ 90.9 ） （ 91.2 ） （ 90.5 ）

注 １ 　経常収支比率欄の（　）は，減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債を除いた率である。
　 ２   自主財源 ＝ 地方税＋分担金・負担金＋使用料・手数料＋財産収入＋寄附金＋繰入金＋繰越金＋諸収入
　 ３   一般財源 ＝ 地方税＋地方譲与税＋地方交付税＋利子割交付金＋地方消費税交付金＋ゴルフ場利用税交付金
　　　　　　　　  ＋特別地方消費税交付金＋自動車取得税交付金＋地方特例交付金

財政力指数
（３ヶ年平均）

積立金現在高

債務負担行為額

実質公債費比率

48.5

債務負担行為支出
予定額

基準財政需要額

災害復旧等に係る
基準財政需要額

32.4

17.9

45.9

7.8

17.6

9.58.6

50.6

11.3

49.2

実質収支比率

一般財源比率

普通建設事業費の
うち一般財源等比率

6.2

8.0

債務負担行為比率

積立金現在高比率

公債費比率

債務負担行為支出予定
額を加えた公債費比率

公債費負担比率

起債制限比率

債務負担比率

地方債比率

公債費の標準財政規模
に対する割合

経常収支比率

地方債現在高比率

88.4

161.1

自主財源比率

経常一般財源比率

88.1

171.4

30.8

96.8

2.6

3.7

0.6 1.7

3.3

25.9

3.6

20.2

18,906,850 18,842,383

12,124,222 12,184,921

3,268,1362,756,694

国保会計財政調整
基金現在高

内
訳

政 府 資 金

県 貸 付 金

そ の 他

310,708 279,334

9.9

16.0

4.9

25.2

24.5

97.9

2.2

4.1

7.8

16.0

353,403

基準財政収入額

標準財政規模

303,729 566,916

市 町 村 名 遠野市 Ⅰ－0

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

（旧市） Ⅰ－１
（旧村） Ⅱ－１

Ⅰ－１

7.0

財政調整基金現在
高

8.0

減債基金現在高

49.7

4.5
交付税種地区分

年　度　
　区　分

01年度 02年度 03年度

165,636

0

166.8 6,657,462 7,471,531

23.7

6,782,628

100.0

87.2

21.6 20.4

3,506,516

11,646,547

0 0

11.5 11.1 10.8

28.0

地方債現在高
19,118,078

2,943,554

10,581,389 10,693,298

3,071,417

490,517

9,457,223 9,648,785 9,892,123

1,511,234 1,430,609 1,431,552

1,355,448 878,491

2,953,690 2,984,310

2,732,731 2,617,218

10,981,168

0.30 0.31 0.31

普通建設事業費のうち
一般財源等の比率

実質収支

〇 地方債比率 ＝
地方債充当額

普通建設事業費
〇 一般財源比率 ＝

一般財源
歳入総額

〇 地方債現在高比率＝
経常一般財源収入額

標準財政規模 一般財源等（一般財源振替分等を含む）
地方債現在高

＝

〇

〇 積立金現在高比率

〇 経常一般財源比率

＝
積立金現在高
標準財政規模

債務負担行為比率 ＝
翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源

標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

〇 債務負担比率 ＝
標準財政規模　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源

〇 自主財源比率 ＝
自主財源
歳入総額

＝
標準財政規模＋臨時財政対策債発行可能額

〇 ＝
一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）

普通建設事業費

実質収支比率〇

－４－
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実質収支（02表） 879,544

標準財政規模（00表） 10,981,168

一般財源（05表01～14行3列＋5列） 11,867,411

歳入総額（05表35行１列） 23,871,200

一般財源等充当額（一般財源振替分等を含む）(13表12行11列） 338,093

普通建設事業費（13表12行01列） 4,836,633

地方債充当額（13表12行10列） 1,566,672

普通建設事業費（13表12行01列） 4,836,633

公債費充当一般財源（13表32行１１列） 2,190,554

一般財源総額（歳入一般財源）（05表35行3列＋5列） 13,697,154

債務負担行為の当該年度支出に充当した一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 10,981,168 - 1,431,552

翌年度以降の債務負担行為支出予定額に充当する一般財源（37表）

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表） 10,981,168 - 1,431,552

積立金現在高（29表06行4列） 3,071,417

標準財政規模（00表） 10,981,168

自主財源（04表より計算） 5,668,227

歳入総額（05表35行１列） 23,871,200

経常一般財源収入額（05表35行5列） 10,976,516

標準財政規模（00表） 10,981,168

地方債現在高（33表） 19,118,078

一般財源等（一般財源振替分等を含む）（13表41行11列） 11,870,073

公債費（13表32行） 2,220,233

標準財政規模（00表） 10,981,168

国庫支出金及び県支出金充当額（13表12行） 2,646,489 + 38,469

普通建設事業費（13表12行）

その他

○　公債費比率（債務含む） 35表（ア－オ）※＋37表05行16列（公債費に準ずる債務負担行為） 742,967 + 205,812

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

○　公債費比率 35表（ア－オ）※ 742,967

標準財政規模（00表）　-　災害復旧費等に係る基準財政需要額（35表）

※公債費充当一般財源（繰上償還額及び転貸債償還額に係る分を除く）－　災害復旧費等に係る基準財政需要額

8.01

〇 一般財源比率 ＝ ＝ 49.714 49.7 49.71

〇 実質収支比率 ＝ ＝ 8.010 8.0

6.99

〇 地方債比率 ＝ ＝ 32.392 32.4 32.39

〇
普通建設事業費のう
ち一般財源等の比率

＝ ＝ 6.990 7.0

15.99

〇 債務負担比率 ＝
205,812

＝ 2.155 2.2 2.16

〇 公債費負担比率 ＝ ＝ 15.993 16.0

3.3 3.31

〇 積立金現在高比率 ＝ ＝ 27.970 28.0 27.97

〇 債務負担行為比率 ＝
315,953

＝ 3.309

23.75

〇 経常一般財源比率 ＝ ＝ 99.958 100.0 99.96

〇 自主財源比率 ＝ ＝ 23.745 23.7

〇 国県支出金比率 ＝ ＝ 55.513 55.5

161.06

〇
公債費の標準財政規
模に対する割合

＝ ＝ 20.219 20.2 20.22

〇 地方債現在高比率 ＝ ＝ 161.061 161.1

＝ ×1,000 ＝ 77.801 77.8 77.80
9,549,616

55.51
4,836,633

＝ ×1,000 ＝ 99.353 99.4 99.35
9,549,616

地方税、分担金及び負担金、使
用料、手数料、財産収入、寄附
金、繰入金、繰越金、諸収入


